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１ 農地改革の一般的位置づけ

戦後農業の起点となる農地改革は, 戦前にお

ける日本資本主義の基礎構造的一環をなしてい

た半封建的・地主的土地所有の根幹を解体し,

わが国農村における地主・小作間矛盾を基本的

に喪失させ, ひろく自作農的土地所有を成立せ

しめた｡ それは, 単に起こるべくして起こった

改革というだけでなく, 改革の途中であらわれ

た微温的な地主的改革の途 (第一次案にみられる

ごとく) にさえも妥協を許さなかったという,

世界史的にみてもきわめて熾烈な土地改革であっ

た｡

改革の歴史的意義と評価については, 長年に

わたる多くの実証研究をとおして明らかにされ

てきているので, ここで改めて検討する余地は

ないが, すでに一般共通の認識がえられている

点をいくつかあげておきたい｡ 一つは, 改革前

に小作零細農民を圧迫していた高率小作料とい

う苛重をとりのぞいたということ (ただ, 現物

小作料から金納化への政策的指導は戦前段階におい

て実施されつつあった)｡ 二つは, 生産力の展開

過程から見た場合, 戦前における土地所有制度

の支配的基礎をなしていた ｢寄生地主的土地所

有｣ が それは, かつて ｢地主手作型｣ とい

われた自作大農の経営からの離脱, すなわち地

主化への変転過程であった , その規模にお

いても, その生産関係においても, わが国の農

業生産のうちに占める地位を喪失してしまった

ということ｡ と同時に, ｢中農標準化傾向｣ あ

るいは ｢自小作前進層｣ として表現され, 直接
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の生産力担当主体 (経営主体) として前進しつつ

あった自､作､的､経､営､層､の､内､発､的､な､エ､ネ､ル､ギ､ー､が､文､
字､ど､お､り､前､進､力､を､発､揮､し､う､る､条､件､が､生､ま､れ､た､こ

とである｡ そして三つは, 地主制と結びついて

いた村落共同体的秩序や家父長制などの前近代

的な生活様式を風化せしめる契機をあたえたこ

となどである｡ これらを通して日本農業は新し

い発展の基礎をつくりだしたといえる｡

なお, 改革を画期とする土地所有制度 (日本

資本主義の基礎構造的一環をなしていた半封建的・

地主的土地所有) の変化をめぐる歴史的評価につ

いて, 二つの相対立する見解があることを付言

しておきたい｡ その一つは, 改革をわが国の国

家独占資本主義体制における ｢政策的変容の一

過程｣ としてとらえ, 戦前と戦後とにおける日

本資本主義の基本的性格は同一であり, ｢両者

の間には段階的差異しかない｣ とする見解であ

り (一般に ｢連続説｣ と呼ばれる), いま一つは,

改革の限界を認めつつも, その本質は日本資本

主義の構造的基底をなした地主的土地所有制を

その根幹において解体せしめたという点で, 戦

前・戦時の農地政策とは ｢歴史的断絶 (断層)｣

があり, 資本主義の性格において段階的差異に

解消しえない ｢構造的な差異｣ があるとする見

解である (｢断絶説｣ と呼ばれる)｡ こうした見解

の対立は, 周知のように, 戦前日本資本主義の

発展過程の理解にたいする相違に起因するもの

であろう (これらの見解については, 大石嘉一郎・

文献③)｡

いうまでもなく農地改革は, 連合国軍総指令

部 (���) がめざした経済民主化のうちでも重

要なものの一つであったが, 同時に, その改革

の着手にあたっては, わが国の農林官僚を中心

として戦前・戦時段階からすでに準備されつつ

あった農地制度改革案が果たした役割が大きかっ

たということも特色であろう｡ すなわち, 明治

期以来の上からの産業近代化政策に支えられな

がら成長してきた独占資本体制は, その体制そ

のものを揺るがしかねない矛盾 工鉱業と農

業との不均等発展を背景とする経済の全般的危

機と農業内部における地主的土地所有と小作農

民との対立など が顕在化するなかで, 地主

制自体を変革することなく, 矛盾を微温的に緩

和するための諸政策を実施していった｡ 例えば

｢小作調停法｣ (����年 [大正��]) であり, また

｢自作農創設維持補助規則｣ (���	年 [昭和元])

である｡ こうした一定の妥協的改善による農地

制度改革を底流としつつ, 戦後改革を契機とし

て, むしろ桎梏となっていた地主的土地所有が

解体されていったともいえる｡ こうしてみると,

たしかに農地改革は, 戦前からの地主制の矛盾

解決の方向としては一定の連続性をもっている

といえよう｡ しかし, 改革の過程における激し

い地主側の抵抗や政府案 (第一次改革案) の不徹

底性をみれば, 地主的土地所有をなんとか温存・

維持していこうとする, いわば地主的改革の意

図も明確であった｡ しかし結果として, 占領軍

および対日理事会の直接的な介入と政策指導と

いう, いわば外部的契機によって, はじめて地

主的土地所有制そのものが根絶されていったと

いう事実 (第二次改革) からすれば, 戦後の農地

改革と戦前の農地政策との間には一定の断絶性
(断層) がみとめられるのである｡

いずれにしても, わが国農業の宿痾の一つで

あった零細農耕様式は残されたまま, 自作農的

土地所有をベースにした小農民的経営が定着し

ていった｡

２ 農地改革の経緯と成果

第一次改革案から第二次改革へ

ここで, 改革の全国的な経緯を簡単に整理し

ておこう｡ ���
年 (昭和��) の��月�	日の政

府閣議に ｢農地制度改革に関する件｣ (日本政府

案要綱) が提出され, 若干の修正と追加の後に

閣議決定される｡ 以後, 第��帝国議会 (��月

�	日召集) において ｢農地調整法改正案｣ (いわ

ゆる第一次改革案) として��月	日に衆議院本

会議に上程され, ��月��日に法律第	�号と

して公布されたあと, 翌年�月より実施される

予定であった｡ その骨子をみると, つぎのよう
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である｡

①小作料の金納化｡

②耕作権の強化｡

③ 農地委員会の民主的改組 (地主・自作・小

作各�名, 官選�名)｡

④ 不在地主所有地の全部, 在村地主では �

町歩を超える部分を�年間で解放｡

これによれば, 当初の農政局原案 (松村謙三

農相による私案をベースとした) から大幅に後退

し, 解放対象となる地主は��万戸 (原案では約

���万戸), 解放小作地は��万町歩 (同���万町

歩) で解放率はわずか��％ (同��％) という,

きわめて微温的なものであった｡

ところが, 議会会期中の��月�日, 連合国

軍総指令部 (�	
) による ｢農地改革について

の覚書き｣ (いわゆる ｢農民解放指令｣) が発せら

れた｡ それは, 日本政府による改革案を事実上

否定し, 翌年�月��日を期限とする新たな改

革案を司令部に再提出せよ, との厳しい内容で

あった｡ こうして第一次改革案は流産する｡ 翌

年�月の連合国対日理事会で農地改革の必要性

があらためて強調され, 以後, 具体的な改革案

づくりは対日理事会の場に委ねられたのである｡

結局, �月の第�回理事会においてイギリス案

を骨子とする理事会案が採択され, 日本政府へ

勧告された｡ これにそった新たな改革案が法案

化され (いわゆる第二次改革案で ｢農地調整法改正｣

と ｢自作農創設特別法｣ の�法案からなる), ��年

��月��日の議会で成立, ��日に公布された｡

その骨子は, つぎのとおり｡

①国家買収方式

② 不在地主所有地の全部を解放し, 在村地

主の保有限度は�町歩 (北海道は�町歩)｡

③ 自作地でも平均�町歩 (北海道��町歩) を

超える分も買収｡

④農地委員会の民主的改組 (地主�名, 自作�

名, 小作�名, 必要に応じ中立委員�名以内)｡

⑤改革は�年間で遂行｡

こうして ｢耕作者の地位を安定し, その労働

の成果を公正に享受させるめ, 自作農を急速且

つ広汎に創設する｣ (自作農創設特別措置法第�条

より) との基本方針のもと, 全国で約���万町

歩の小作地 (九州は約�万町歩) のうち, 在村地

主に平均�町歩の保有地を許すのみで, それ以

外 (全国で約��万町歩, 九州は約��万町歩) は全

て買収し, 直接生産者たる小作農民に売り渡し

て, 自作農民を全般的に創設することになった

のである｡

改革作業は, 翌����年 (昭和��)�月�日よ

り第�回買収が開始され, 実際には�年の期間

にわたり ��年 (同 ��)�月の第 ��回買収で作

業が一段落した｡ 実質的な農地買収は��年か

ら�年にかけて集中的に実施されている｡ そ

の結果, 改革前 (昭和��年) には全国の耕地面

積の��％を占めていた小作地は, 改革後 (昭和

��年) には約��％にまで激減し, 解放率は約

��％に達した (表 �, 図 �)｡

熊本県における農地改革の実績を概観してみ

よう｡

� 小作地の解放実績

小作地率の変化をみてみる(表 �, 図 �)｡ 改

革前 (昭和��年��月) の農地総面積��万�����

町歩 (�町歩は約�ヘクタール) のうち, 小作地面

積は�万����町歩で小作地率は���％であっ

た｡ この割合は, 全国平均 (����％)より���％,

九州平均 (����％) からすれば���％も高く, 九

州地域では最高率であった｡ そして改革過程で

買収対象となった農地�万����町歩のうち,

小作地面積は�万�����町歩, 残りの�����町

歩が旧軍用地や物納農地などの国有地への所管

換えである｡ そのほか, 牧野���町歩, 未墾地

������町歩が買収された｡ その結果, 昭和��

年月の時点での小作地は�万�����町歩とな

り小作地率は����％に低下した｡ すなわち, 戦

前の小作地のうち���％が解放されたことに

なるが, その解放率も全国 (���％) に比して相

対的に低かったといえるだろう｡ ただ, 表 �

にみられるように, 熊本県では, 解放見込み面

積 (昭和��年�月の第�次報告) において九州各

県のなかで最も多く (九州全体の��％を占める),
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また解放実績面積でも, ����年 (昭和��)��月

現在 (すなわち, 昭和��年��月��日に農地法が施

行されるまで) の累計で�万��	
�町歩が買収さ

れ (これも九州全体の約��％), かつその全てが

売り渡されており, 九､州､の､他､県､と､比､較､し､て､改､革､
の､実､績､が､先､行､し､て､い､る､ ｡ この理由については詳

細な実態を踏まえなければならないが, 一般的

には次のような点があげられるだろう｡

①熊本県内では, 強制買収の対象となった不

在村地主の小作地の割合が高かったこと (前

掲書 『九州農地十年の歩み』 表��によると, 昭

和��年現在で個人・不在地主の所有地は九州全

体で�万��
��町歩, そのうち熊本県だけで�万

�����町, �	��％を占める)｡

②在村の地主についても, その小作地面積は

他県を大きく上回っていた (同じく九州全体

では ��万 ��	��町歩, そのうち熊本県は �万

��	��町歩で���	％)｡

③熊本県内の ｢永小作権の目的となっていた

小作地｣ の割合が高かったこと (九州全体の

半数近い����％)｡

④地主から自主的に被買収を申し出た件数が

多かったこと (��年現在まで ｢地主が申し出た

農地のうち小作地であったもの｣ は九州全体で

�万
����町歩, そのうち熊本県は�����町歩で�

割を占める)｡

� 地主所有農地の買収

地主所有地の買収過程を, 当初の改革期限と

された昭和��年	月時点 (表 �) と, 『農地法』

施行による移行期の��年��月までの実績 (表

�) による統計資料からみてみると, およそ次

のようなことが指摘される｡

①九州全体で��万�����町歩 (��年時点では��

万 ���	�町歩) の地主所有地が買収及び所管

換えとなり, そのうち熊本県は�万��	
�町

歩で (��年時点では�万
���	町歩), 九州全体

の�
��％におよんでいる｡ さらに, 当時の

地主の所有面積のなかでも, 九州各県とも

に在村地主所有の小作地面積の割合が高かっ

たことがうかがえる (これは近畿, 西南諸地域

に共通してみられたことであるが)｡ 表 �によ

れば (昭和��年), 全国で買収及び所管換え

の対象となった面積 ��
万 
����町歩のう

ち, 在村地主の所有地は 	�万 ����
町歩
(����％) であったのに対し, 九州は買収農地

��万 ���	�町歩のうち在村地主地は ��万

�
	町歩 (����％) を占め, なかでも熊本県で

は�万
���	町歩のうち在村は
万���町歩

で, ���	％も占めていた｡ 他方, 不在地主

所有地の割合についてみれば, 全国の
���

％にたいし九州では

��％とやや低いが,

熊本県では
���％と例外的に高い水準を示

山 内 良 一
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表 � 小作地の解放見込み面積と解放実績 (昭和��年��月��日現在)
(単位町歩)

解放見込み面積
第�次報告(昭和�
��)

買収及び所管換え面積
売り渡し面積

内, 買収面積

全 国 �������	� ������
�� ��	������ ����
����

福 岡 
����� ���	
� ������ ������

佐 賀 ����		 ������ ������ ������

長 崎 ������ ������ ������ ����	�

熊 本 �����
 ���	
� ���	�� ���	
�

大 分 ������ ���	�� ������ ������

宮 崎 ����

 ����
� ������ ������

鹿児島 
����� 
����� 
����
 
�����

九州 計 �	��

� ������� ������� �����	�

資料) 農林省熊本農地事務局編 『九州農地十年の歩み』 ����年, ��～��ページより加工｡
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表 � 農地改革の実績
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1 1 1 1

2 3 ��������� ��������� ���� ��������� ��������� ������� ������� ���� ���� ��������� ������� ���

4 5 ������� ������� ���� ������� ������� ������ ������� ���� ���� ������� ������ ����

678 ������� ������ ���� ������ ������ ������ ������ ���� ���� ������� ������ ����

資料) 農林省 『農地改革による農地等の解放実績』 (昭��年�月), 農林省熊本農地事務局 『九州農地十年の歩み』
����年, ��～��ページなどより抽出し作成｡

注) ｢買収および所管換え｣ は所有形態別 (｢不適正経営の自作地｣ や ｢仮装自作地｣ などの自作地売買分を含む)
と収用形態別とに区分される｡ 例えば熊本県の場合をみると, 下図のような関係となる｡

買収及び所管換え面積 (町歩)

������

所
有
形
態(

個
人
、
法
人
団
体)

小

作

������ ������ 不
在 買

収

収

用

形

態

������ 在
村

自

作

�����

�����

所
管
換
え

図 � 総経営耕地面積に対する小作地率の推移

資料) 農林省熊本農地事務局 『九州農地十年の歩み』 ����年より作成｡
注) ( ) は全国, × ×は熊本県の小作地率をそれぞれあらわす｡
ただし, 小作地には自小作, 小自作地の分を含む｡

(％)
���

��

��

��

��

�
明治�� 大正� 昭和� �� �� ��農地改革

(����)

����

(����)

(����)

(����) ����
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していた｡

②買収を受けた地主戸数についてはどうか｡

県内で農地買収の対象となった地主の実数
(表 �, 在村および不在地主の所有規模別実数と

法人・団体地主の戸数) は�万�����戸にのぼ

り, このうちの���	％にあたる�万���戸
(個人地主 �万 	�
戸, 法人・団体地主 �	�) が

不在村地主で, 残りの�万�����戸 (個人 �

万�����戸, 法人・団体��
��戸) が在村の地主

であった｡ とりわけ不在村地主の数につい

ては, 九州各県のなかでも際立って多く,

九州全体の不在地主の合計	�万	�	戸 (個

人 	�万 �����戸と法人・団体 �����戸) のうち

����％をも占めている｡ このことは熊本県

を他県と画する特徴となっていた｡

③さらに所有規模別の地主の数をみても, 熊

本県においては大土地所有の地主がとりわ

け多いことがうかがえる (表 �)｡ まず在村

地主 (個人) については, �町歩以上の地主

総数において, 熊本は	�
��戸で, 他県 (鹿

児島が�
�戸, 福岡は���戸など) を大きく上

回る｡ その規模別では�～	
町歩地主が��


戸 (鹿児島・��
戸, 福岡・��	戸), 	
～�
町

歩では�	�戸で他県の�, �倍の数にのぼる｡

そして �
町歩以上の在村の大地主が �	

戸も存在した (宮崎・	�戸, 福岡・�戸)｡ こ

の傾向は不在村の地主についても同じであ

る｡ 不在地主 (個人) のうち, �～	
町歩規

模の地主が���戸 (宮崎が���戸, 福岡は	��

戸), 	
～�
町歩では	��戸 (宮崎・��戸, 福

岡・��戸) といずれも他県を大きく上回って

いたし, �
町歩以上では	�戸の不在地主が

存在した｡

改革前には, �
町歩以上を所有する地主は

山 内 良 一

―��―

表 � 買収を受けた地主 (在村・不在村別)の戸数・売渡し農家数 (����年�月)

区分 在 村 地 主

個 人 地 主 法人・団体
地主 計県別 �反未満 �反～	町 	～�町 �～�町 �～	
町 	
～�
町 �
町以上 計

福 岡
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿児島
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���
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計 	����	� �	��
	 ����	� ���	� ����� 	�	
� �� �
��	�� ������

(つづき) (単位�戸)

不 在 村 地 主
売渡しを
受けた農家数

総農家戸数
(	��
年�月)

個 人 地 主 法人・団体
地主 計�反未満 �反～	町 	～�町 �～�町 �～	
町 	
～�
町 �
町以上 計
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資料) 農林省熊本農地事務局編 『九州農地十年の歩み』 	���年, 	�～��ページの表 	�, 表 �	, 表 ��より加工作成｡



熊本県内に��戸いたが (表 �, 在村の個人地主

��戸と法人団体の �戸, 及び不在村の個人地主 ��

戸と法人団体�戸, なお法人団体の分は表 �では総

数のなかに計上), 他の調査によれば, とくに阿

蘇地方に多く, ��町歩以上の地主になると阿

蘇地方のほか, 菊池, 鹿本, 玉名など菊池川流

域や, 上益城
カミマシキ

, 下益城地方の緑川流域, それに

球麿地方など, 県内の主な米作地帯に多かった｡

なかでも, ���町歩以上の大地主は表 �にみ

るように, 旧藩主細川家の�����町歩を筆頭に

��戸が存在した｡

� 農地所有形態別の農家戸数の変化

農地所有および経営形態の側面から農家戸数

の変化をみてみる (表 �)｡

�	��年 (昭和��)
月現在の全農家戸数は��

万 
��

戸であったが, 改革が一段落する ��

年 (昭和��)�月現在では��万����	戸に増加

している｡ これは, 戦後の経済復興がまだ軌道

に乗らない時期で, 外地からの引き上げ者によ

る就農, 食糧不足や戦災に遭った都市部からの

帰郷者, 新しく開始された開拓地への入植など

によるものであり, 全国共通の現象でもあった｡

なお, 国家再建・食糧増産政策のもと, ｢緊急

開拓事業実施要領｣ (昭和��年��月閣議決定) に

より新たに開発された農地は, 国有林や原野,

旧軍用地などであった (表 �)｡ 熊本県では,

表－�にみるように, 国有林や旧軍用地から開

拓農地への転用が多かったようである｡ 軍用地

としては菊池, 玉名, 黒石 (現・熊本市), 八代,

城南, 人吉などにあった飛行場をはじめ, 熊本

市の渡鹿, 帯山練兵場などが対象となっている
(松岡智・文献⑬)｡

そのようななかで, 昭和��年に�
��％ (�万


�
��戸) をしめた完全小作農は, ��年には���

％ (	�
��戸) に減少した｡ それに相応して, 完

全自作農は���
％ (�万 �����戸) から�	％ (��

万����	戸)へと急増した｡

要約すれば, 戦前段階における経営形態の特

徴として, 熊本県の場合は小自作農 (����％) お

よび小作農 (�
��％) の割合が比較的に多く, い

わば ｢小､作､型､経､営､ ｣ に､ 傾､ 斜､ していたといえるだ

ろう｡ それが, 改革実施後の昭和��年頃には,

全農家戸数が増大するなかで, 完全小作農は�

分の�に激減 (小作農の
�％が農地の売り渡しを

受けた), 小作性の強い小自作農も約�割に減

少, 対して自作性の強い自小作は約���倍に増

加, そして完全自作は約�倍近くに増加してい

る｡ こうして, ｢耕者有之田｣ の原則のもと小

作地の圧倒的部分は耕作者自身の所有となり,

それまでの小作農は自作農あるいは自小作農と

なった｡

ところで, 農地改革前の熊本県における大土

地所有地主の存在形態について, どう評価すべ

きか｡ ここではその詳細な分析にまで至ること

はできないが, すでに先学によって分析され明

らかにされた成果の一部を紹介させていただき

熊本県農業史断片 ―戦後農地改革と自作農の創設―
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表 � 熊本県・���町歩以上地主
(単位町歩)

地主名 住 所 面積 地主名 住 所 面積

細 川 護 立
公 益 組 合
熊 本 県
富永彦十郎
江 藤 繁 雄
椎葉友次郎
田 代 保 之
松 井 敏 之

熊本市横手町
八代市
昭和・文政村
上益城郡白旗村
菊池郡陣内村
球磨郡五木村
玉名郡横島村
八代郡松高村

�����


�


���

���

���

���

���

���

米 村 学
井 芹 康 也
広 瀬 久 門
坂 田 道 男
水 野 辰 彦
楠田郁田郎
竹 下 あ い
弓 削 和 三

八代郡和鹿島村
八代郡宮原町
玉名郡豊水村
八代郡植柳
飽田郡三和町
熊本市本山町
熊本市出水町
八代市本町

���

�
�

�
�

�
�

�
�

���

���

���

資料) 森田･花立･猪飼編著 『熊本県の百年』 山川出版, �	
�年, ���ページより｡
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表 � 自・小作別農家戸数の変化

� �
� � � � � � � � � � � � � 	
�����������

	�� 	�� 	�� 	�� 	�� 	�� 	�� 	�� 	�� 	�� ��������
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資料) 農地改革記録委員会 『農地改革顛末概要』 ��
�年, �
�～�
�ページ, 前掲 『九州農地十年の歩み』

�ページより｡

注) 昭和	�年�月の農家人口調査より, 貸付地���以上保有農家を除外し, さらに昭和	
年	月の農
林省センサスより自・小作農家以外については ｢その他｣ として, 従来の区分とは比較できないの
で注意を要する｡ なお, 自作農とは所有地��％以上, 自小作は同
�～��％, 小自作は借入地
�～��
％, 小作は同��％以上, その他は所有地・借入地共
�％未満および不耕作農家を含む｡

表 �� 熊本県・自作地・小作地面積の変遷
(単位�町歩, ％)

年 次
総 数 田 畑

総 数 自作地 小作地 総 数 自作地 小作地 総 数 自作地 小作地

昭和��年 ��
��� 	���
 	���
％

(
���)

���		 �����
 ��

％

(���	)

�����	 ������ 	
���	
％

(���)

		年 �	����� ���	 
����
(����)

��� �
��	� �
����
(����)


	�
� ���	�� ������
(���	)

	�年 �	����� ����� ���		
(����)

��� 
���	� ������
(���	)



���� ����� �	�
(����)

資料) 農地改革記録委員会 『農地改革顛末概要』 ��
�年, �
�ページより作成｡

表 �� 熊本県・自小作地別農家戸数の変遷
(単位�戸, ％)

年 次 総 数

�町歩以上(��
年)・保有限度
(	�年) の貸付
耕地所有農家

自 作 農 自作兼小作農 小作兼自作農 小 作 農

戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％
昭和��年

		年
	�年

�������

�
����

�	����

���	�

��	


(	��)
…

(	�
)

�
���	


�	��

������

(	
��)
(����)
(
	��)

	�����

������

�����

(	���)
(		��)
(	���)

	�����

	
����

�����

(	��	)
(����)
( ��	)

�����


������

�
�
��

(	���)
(	�
)
( ���)

資料) 農地改革記録委員会 『農地改革顛末概要』 ��
�年, �
�ページより作成｡



たい｡

田中定氏は 『佐賀県平坦地帯一農村の分析』
(����年) において次のように指摘している｡

やや長くなるが, あえて引用させていただく｡

｢農家組成の二つの形式, 即ち耕地広狭別

組成と自小作別組成とは相互に密接なる関連

を有する｡ 尤も, この関連は土地制度の規制

を受けるため可成り歪曲されざるを得ぬので

あるが｡ (中略)

山形・群馬・富山・熊本の�県は一見自小作

型をとるとはいへ, 真実の内容よりすれば小

作型 (第二次指標) をとることが知られるので

ある｡ (中略)

そこで, まづ, 小作型諸県について一言す

るならば, この型をとる場合には, 共通に大

土地所有の比重が全国のそれに比して遥かに

高くなってゐるということからして, 当然に

農業経営は小作型をとらざるをえぬのであり,

而して, 小作型をとり, しかもまたすべて一

毛作地帯に置かれるといふ事情を考慮に入れ

るならば, (中略) むしろわれ々は, 低級なる

生活水準を基底とするところの所謂東北的段

階を想ふべきである｡ たゞ熊本は一例外をな

す｡ これは, 郡築をはじめとし新旧の干拓地

帯を多く有するといふ特有の事情に負ふもの

である｡｣ (田中・文献②, ���～���ページ)｡

また, 山田龍雄氏は 『熊本県たばこ史』 (����

年) のなかで, 熊本県における地主層の行動形

態の特異性について, 九州の他県との比較にお

いて次のように説明する｡

｢この時期になると, 地主層は全国的にい

えば一般に寄生地主と呼ばれるものに転生し,
(中略) もっぱら小作料と米価の動向に関心を

もつようになる｡ ところが肥後米券倉庫に結

集した熊本県の大地主は, その後も中小地主

をも含めて地主会等を組織し行政官庁や農会

の督励機関あるいは側面的別働隊ともなって,

農事指導に多大の関心や直接の努力を払って

いる｡

このことは, 地主関係の統計に全国的傾向

とはやや異なった傾向をしめすことになる｡

それを九州各県との対比によって明きらかに

すれば, 熊本県では�	町以上の大地主が大

正初年までふえており, その後減少するが,

その減り方が少ない｡ これに対し福岡・佐賀・

長崎の�県では明治末期に最高に達し, その

減り方はすみやかである｡ (中略) このように

熊本県では鹿児島ほどではないにしても大地

主がおそくまで増えつづけ, また確実におそ

くまで残っていることは, それだけ地主制が

強かったことを意味する｡｣ (山田・文献⑩,

��	ページ)｡

このようにして, 熊本県では全国的にも九州

地域でみても, また在村と不在村とを問わず大､

熊本県農業史断片 ―戦後農地改革と自作農の創設―
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表 � 緊急開拓事業による取得農地の実績
(単位
町歩)

県名 民有地 国有林 旧軍用地 その他 計

福 岡 �	��	� ��	�	 ����� �� ������

佐 賀 ����� ��� ��� � �����

長 崎 ����� ����� ����	 － ������

熊 本 ������ ���	� ��	�� �� ������

大 分 ������ ��	�� ����� － ������

宮 崎 ������ ��	�� ����� ��� �	����

鹿児島 �����	 ����� ��	�� － ������

計 ������ ������ ���	�� ��� �������

資料) 農林省熊本農地事務局編 『九州農地十年の歩み』 ����年,
�	�ページより加工｡



地､主､が､多､く､ , か､ つ､ そ､ の､ 支､ 配､ 力､は､強､固､で､あ､っ､た､と

いえるが, 農地改革によって, その直接の影響

力は消え去り, 耕作者自らがその労働の成果を

享受しうる立場におかれるようになった｡

この改革の結果としての根本的な変化は, ま

ず第�に, 従来の小作料に相当する部分が直接

生産者たる農家の手もとに残されることになっ

たことである｡ そのために農家の生活水準が向

上するとともに, 余剰部分が生じれば農､家､経､済､
に､お､け､る､資､本､の､蓄､積､が､可､能､と､な､っ､た､のである｡

第�に, 農業資本の蓄積によって, 経営におけ

る農業機械や施設, 農薬の使用が積極的に導入

されていったことである｡ そして第�に, 戦前

では地主に依存せざるをえなかった生産技術の

改良や土地改良投資に対しても, 国家資金によ

る助成を受けながらではあるが, 生産者自らが

取りくむことができるようになったのである｡

� 改革期における地主側の抵抗

１ 球麿郡湯前町における農地委員会解散事件

熊本県内で買収の対象となった地主のうちで,

中小零細地主が多かったことも事実である｡ し

たがって当時の状況からして, 買収農地をめぐ

り, 地主側から強い抵抗がみられたことは容易

に推察しうるが, 事実, 当時の農地調整法改正

にかかわる訴訟・係争事件のうち, 地主の不法

な土地取り上げだけでも���件にのぼった (表

�)｡ これは 『農地調整法改正』 施行 (つまり第

二次改革実施) 後, 翌年�月までの発生件数で,

本渡, 大津, 人吉, 牛深, 多良木などの地域で

多発している｡ とりわけ�カ月にもわたった熊

本県湯前町での地主・小作間の紛争は, 全農,

日農をまきこんで全国的に影響をおよぼした｡

この紛争の概要を記しておこう (資料は農政調査

会 『農地改革事件記録』 ����年, 熊本社会運動史研

究所 ｢会報・	
��｣ ����年など)

� 小作人組合の結成

湯前町は県南の球麿郡東部に位置し, 湯前鉄

道の終点にあり, 人口�����人 (���年�月現在)

を有す小邑である｡ 農地改革当時, 農家戸数は

約��戸, うち���戸が小作農ないし自小作農

で, 田畑約���町歩のうち小作・自小作農民が

約���町歩を耕作していた｡ この地で ｢湯前小

作人組合｣ が結成されたのは, 連合国軍総指令

部 (���) による ｢農民解放指令｣ が発せられ

た数カ月後の����年 (昭和��)�月である｡ 岡

武六氏を組合長として, 組合員は���名, 小作

農だけでなく自作農民も参加していた｡

組合は岡組合長の指導下, 農地改革の実施,

農村民主化, 組合の新しい経済活動などについ

て活発な自由討議や意識の昂揚につとめ, 着々

と成果をもたらしていった｡

� 紛争の発生と経緯

こうした新興勢力の成長にたいし, 地主層を

中心として町を支配する旧勢力側は危機感をい

だき, 同年の�月に ｢湯前町農民組合｣ (地主

組合) を結成する｡ 組合長は豊永鶴一氏 (地主,

翌年�月の選挙で町長), 組合員は公称��名で

あるが,, 農民組合といっても非農家���名や

地主側の圧力により勧誘された小作農や自作農

も含まれていた｡ この小作農対地主の対立は,

町を二分して先鋭化していった｡

��年 (昭和 ��) の ��月に第 �回農地委員選

挙が実施され, 同町では地主委員�名と自作委

員�名はいずれも地主組合側が当選したが, 小

作委員�名は小作人組合側が占めて勢力は伯仲,

このため会長互選も不可能な事態となり, 農地

買収計画も遅れる状態となる｡ そこで県の指示

により, 町長は, 地主組合関係より�名, 小作

人組合関係より�名 (岡組合長) の�名を桜井県

知事 (当時) に上申した結果, 翌年�月に知事

裁定により岡組合長が農地委員会の会長となっ

た｡ 地主側はこの決定に不満で, 町長は委員会

の事務局に職員を送ろうともしなかった｡ 小作

人組合側も農地買収計画について保守勢力に一

歩も妥協せずの姿勢であった｡

こうしたなか, ���年 (昭和��)�月, 地主

組合側が農地委員会の岡会長にたいする職務執

行停止の仮処分申請を熊本地裁・人吉支所へ提
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出した｡ 訴訟の直接原因の一つは, 小作地買収

の前提として小作人組合が小作料の一括金納を

断行し, これを拒否した地主にたいしては肥後

銀行の小切手を以って支払う方針を決議したこ

とによる｡ これに対し地主 ���名中の �名が

｢自分の小作人でない岡氏より小作料を受け取

る理由なし｣ とか ｢買収計画の対象となってい

る土地面積が実際と食い違っている｣ などと言

いたて, それぞれの小作人にたいし, 債務不履

行・信義則違反であり小作契約の解除を求める

故に直ちに土地を返還すべき旨の内容証明郵便

を送付した｡ しかし小作人側はかかる行為なし

として黙殺した｡

ところが岡会長の職務執行停止の仮処分申請

にたいし, 熊本地裁人吉支部は�回の口頭弁論

も開かず仮処分を発令したため, 町農地委員会

の機能が全面的に停止するにいたった｡ そして

小作人組合と地主組合の対立は激化し, 県知事,

県農地課長をもまきこみながら, 湯前町農民組

合 (地主側) は全国農民組合のテコ入れにより

全農湯前支部を結成し, また湯前小作人組合は

日本農民組合・熊本県農民連盟の支援をうけて,

町内を二分する抗争が�カ月間余りにわたって

つづけられたのである｡

� 紛争の結末

この間, 仮処分の取り下げ, 再度の仮処分申

請発令とその取り下げなどが行われるなか, 県

農地委員会は現地調査を行い, それにより ｢湯

前農地委員会の解散と同時に同町農民組合も解

散すべき｣ 旨を�月��日の第�回県農地委員

会において報告した｡ これに基づき知事は同年

�月�日付で湯前町農地委員会よび湯前町農民

組合 (地主側組合) の解散を命令し, 農地委員会

については新たに再選挙を実施すること, 地主

側組合は訴訟を取り下げ, 自主解散することと

なった｡ そして再選挙の結果は, 地主側�名,

小作側	名で小作人組合は敗北した｡

� 農政調査会による評価

農政調査会では, この紛争事件を調査した結

果として次のように結論づけている｡

｢(地主および一部自作の町農地委員が岡会長の不

適任性を指摘して県知事宛に提出した) 上申書の内

容は, いずれも不確かであって説得力に乏しく,

極めて感情的な議論であると云わねばならない｡
(中略) 彼らの意図するものは一体何であるか,

所謂 『地主攻勢』 と云うべきか 『感情問題』 で

あるか, 又は政治的な攻勢であるか, この問題

を定義づけることは難しい｡ ただ次のことは確

かに云える｡

政治的な町民の対立 新興勢力に対する保

守勢力の対立には極めて深刻なものがあり, 而

もその争いは委員会に直接つながっているもの

ではあるが, その為に委員会の運営が歪められ

たり, 仕事がおくれていると云うような点は今

日までのところ見出せない｡ (中略)

斯くして我々がつかんだ最後の結論はこうで

ある｡

一. 湯前町農地委員会が今直ちに解散しなけれ

ばならない理由は少しも認められない｡

一. 併しながら二つの勢力の対立意識が極めて

激しいので, そのために将来の委員会の運営

に悪い影響を与えないとは必ずしも保証する

ことは出来ない｡

一. 県当局が適当な方法により指導監督すれば,

委員会の勢力バランスは却ってこの町の農地

改革に有益な結果をもたらすことになろう｡｣
(農政調査会・文献⑥, ���～�頁)｡

２ 大地主所有地の収用

このほか, 天草郡内の村で警察官が農地委員

会に出席し, 小作委員を共産党と中傷して発言

をおさえようとした事件や, 地主側による暴行

傷害が県下で�
件も発生した｡

いまひとつ, 大地主所有地をめぐる紛争とし

て旧藩主細川家所有の立田山の林野解放闘争が

あげられる｡ 細川家は, 第一次農地改革の直後

から立田山の林野約���町歩を東洋繊維工場に

売却する交渉をすすめていたが, 地元農民は食

糧増産こそ国家の急務であるとして, 戦災者・

引揚者と共同して, 約
��人が農民への解放を
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市農業会に要求｡ 農業会もこれを農用地として

細川家と交渉したが, 細川家はこれを拒否し,

紛糾｡ 農業会は ｢細川家に誠意なし｣ として強

制収用しようとしたが, 福田虎亀市長 (当時)

が仲介にはいり, 当該地を東洋繊維と農民との

双方に解放するという折衷案で�月に妥結した｡

なお農地改革に関る事件の発生件数は, 農林

省 (当時) の推定によれば, 敗戦後の�カ年間

に全国で��万件, ����昭和��年�月から��

年�月までの�カ月間で�	万�
			件といわ

れる｡ 争議に発展したものの数は, 熊本県の場

合, 敗戦から��年まで約�
��	件を数える (表

�)｡

� 阿蘇山東部・畑作地帯における戦後
改革と生産力前進
波野村にみる農地改革から営農改善へ

１ 波野村の概況

熊本県波野村は, 阿蘇外輪山の東部を登りつ

めたところ, 広漠としてひろがる波野ヶ原を望

み, 東は大分県竹田市と荻町, 西は熊本県一宮

町, 南は高森町, 北は産山村に境を接している
(なお, �		�年 [平成��]�月に阿蘇町, 一の宮町,

波野村が合併し, 阿蘇市が誕生した)｡ 東西約��������
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表 � 熊本県における地主の土地取上げ要求に起因する争議

年 次
地主の引上げ要求 返還したもの

件数 要求面積 件数 引上面積

昭和 件 町 件 町

�	�����～������� ��� ����� �� ��

�������～�������� �� ���� �� ���

��������～������� �� ���� ��� ����

������～������� �� ���� �	 ���

�����～������ ��� ��� ��� ����

������～������� ��� ���� ��� ���

計 �
��	 ����� �
�� ���	

資料) 前掲 『農地改革顛末概要』, 森田誠一･花立三郎･猪飼隆明
編著 『熊本県の百年』 山川出版社, ����年, 	�ページより｡
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２ 耕地･林野利用の歴史と ｢個人割り慣行｣

� 波野村における耕地・林野利用の歴史

まずここで, 明治期から戦後期までの波野村

の耕地・林野利用状況を概観しておこう｡

藤山和夫氏の調査によれば, 概ねつぎの�つの

画期をもって推移している (表－�, 藤山和夫・

文献⑲)｡

① 明治年間

明治��年の総耕地面積は��	��町�反,

山林は�	
町	反｡ 山林のうち, ���町�反

が民有林で, 官有林は
町�反にすぎない｡

これらの山林のほとんどが薪炭用の雑木林で,

わずかに杉の人工林 (民有) がみられたよう

である｡

② 大正年間

明治��年から大正�年までの��年間に田

が約��町, 山林が約���町, 畑が約���町

も増加して, それぞれ約�倍に拡張されてい

る｡

③ 昭和初期

昭和	年では, 田が�町�反ほど開田され

ているが, 畑は逆に	��町歩も減少した｡ 他

方, 山林は���町歩の拡大をみた｡

④ 戦後改革期

農地改革期の昭和��年に入っても, 畑地

は一方的に減少し, 大正年間と比較すると約

�����町歩の減少である｡ しかし一方, 山林

は約�倍の�����町歩に拡大し, 原野も��


倍の��
��町歩となっている｡

⑤ 昭和��年代

昭和��年では, 田と畑のわずかの増加が

みられるものの, 山林はさらに著しい拡張を

みせて, ��年間に約���倍の�����町歩となっ

ている｡ 原野はむしろ���町歩の減少となっ

た｡

このように, 明治中期にわずか�
�町歩たら

ずであった林地が, 戦後��年代には, その��

倍の�����町歩の大林地に成長した｡ しかも,

そのうち約
割の�����町歩は, 戦後改革期か

らわずか��年間のうちに出現したのである｡

すなわち, 農地改革後の阿蘇山東部原野地帯の

変貌は, 波野村を典型として, まず原野の急激

な林地化の進行としてとらえることができる｡

� 阿蘇山東部の ｢個人割り慣行｣

ここで, 阿蘇山東部原野における農業構造の

歴史的性格についてあらためて俯瞰すれば, 藤

山氏の前掲調査分析から, つぎの�点において

特徴づけられる｡

一つは, 山林原野の個人割 (個人所有かつ個人

利用)慣行が支配的であったこと (表 ��)｡

二つは, そうした波野原野の個人割り慣行を

基礎条件として, 戦後��年代以降に急激な原

野の林地化が進行していったこと｡

そして三つは, ｢原野－和牛 (褐毛)－トウモ

ロコシ畑｣ という伝統的な耕・畜の単一循環型

経営が営まれてきたこと｡ それは, 原野牧草の

しげった波状の小丘陵地とそれに囲まれた ｢く

ぼ地 (畑地)｣ に水が流れ込むという厳しい利水

条件のもとに, 原野と畑地との緊密性が慣行化

していたといわれる｡ これがいわゆる ｢水､流､れ､
慣､行､ ｣ と呼ばれてきたものである｡

注)

(注) 藤山氏は, 調査当時の村の古老からの聞き取
りをつぎのように紹介している｡
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｢波野ではずっと昔から原野は個人所有だっ
た｡ 地味の悪い波野では肥草場なしには畑は
やっていけない｡ 地主も, 畑に原野をつけて
小作に出していた｡ 畑のほとんどが原野丘陵
に囲まれたくぼ地にあって, そこにわずかな
水が流れ込むのを利用する｡ だから周囲の原
野はすべて個人畑に結合していた｡｣ (藤山・
文献⑲, ��ページ)

また, 個人割り慣行を基礎としていた波野原

野について, その所有形態からみると, 農地改

革前には, 村内牧野面積の��％が小作地とし

て存在していた (表 ��)｡ 耕地についても, そ

の��％が小作地で, 畜産・畑地主の支配のも

とにあった｡ ����年 (大正��) の 『農務局調・

��町歩以上地主名簿』 によれば, 阿蘇郡全体

で��町歩以上の地主が��戸存在していたが,

そのうち波野村では大塚実, 楢木野惟俊, 佐伯

�夫, 大塚徹, 上村直房の�家があげられてい

る (表 ��)｡

３ 波野村における小作地の解放

さて, 波野村における戦後農地改革の作業は

どのようにすすめられたか｡ 現在では, 改革に

関する一次的史料の収集が困難なため, 詳細な

実態をみることはできないが, 概ねの経緯をた

どってみたい｡

農地解放実績調査によると, 改革当時, 村内

の牧野の��％が小作牧野として存在していた｡

耕地もその��％が小作地で, 畜産・畑地主の

支配のもとにあった｡

波野村における畜産・畑地主の詳しい実態は

わからないが, 大正��年の 『農務局調・��町

歩以上地主名簿』 によれば, 阿蘇郡内の ｢��

町歩以上地主｣ にあたる��戸のうち, 波野村

には�戸の地主が存在していた｡ そして, 農地

改革当時の農地の大口被買収者は表 ��のごと

くであるが, この上位�名のうち�名が 『農務

局調・名簿』 に登場していた地主である｡ すな

わち, 大正年間に存在した ｢��町歩地主｣ �戸

のうち, �戸が戦後まで残存し, �戸がすでに

没落していることになる｡ しかし, 残存の��

町歩地主�戸についても, すべて波野村北部の

水田地帯に居住していたが, 耕地の集中はむし

ろ停滞・衰退の傾向にあった｡ ちなみに南部の

低生産地域にあった大地主は戦前にほとんどが

山 内 良 一
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表 � 波野村耕地, 林野利用状況の推移

耕 地 原 野 山 林

田 畑 計 採草地 放牧地 計 針葉樹 潤葉樹 計

反 町 町 町 町 町
明治��年 (�	
) �����	� �����	� － － － ��
	�

大正�年 ���	� �����	� �����	� － － �����	� ���	�
(���	�)

昭和�年 ���	� ��

�	� �����	� － － － ��� ��� ���	�

昭和��年 ���	� �����	� �����	� �����	� �����	� ��
��	� ���	� ��� �����	�
(伐跡��町
を含む)

昭和��年 ���	� �����	� �����	� ���	� ���	� �����	�
(萱場���町
を含む)

(�����	�) (���) �����	�
(�����	�)

�	各年とも波野村役場資料による｡
�	明治��年の田�反
畝は明治��年の記録による｡
�	��年の記録では, 原野は上記の外に牧野以外の原野���
�町と竹林��町, 畦畔その他
��町となって
いる｡

�	��年の ( ) 内の数字は, 林野庁 『市町村別林野面積統計書』 (昭和��年�月)による｡
参照) 藤山和夫 ｢波野原野調査 (昭和��年)｣ 『波野村誌編纂資料 (三)』 波野村, ����年, �ページ｡



没落している｡

藤山和夫氏によれば, ｢��町歩地主が, 乏し

い山東部の畑作地帯に成立をみるのは, 多年に

わたる土地の集中によるものではなく, 彼等の

ほとんどが旧藩時代, 藩境となっていた山東部

の世襲郷士で, 以来, 広大な林野の支配を続け

てきたのである｣｡ その事例として ｢波野村で

�, �を争う山林地主で, 戦前は坂ノ上集落��

戸を全部自己の小作として支配していた��町

歩地主�家の場合, 当主からの聞取りによる

と, �家は天草の乱に従軍して, 波野村に���

町歩の土地を藩公から貰った｡ 数多い波野村の

士族のなかで唯一の有禄士族である｡ 南部の龍

塚 (立塚) 集落の�家も, 数百年前, 豊後恵良

から移住してきた郷士で, その屋敷はいかめし
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表 �� 波野村・農地改革前の総牧野面積

自作
小 作 自作・小

作に属さ
ない牧野

計
放 牧 地 採 草 地

個人利用 共同利用 個人利用 共同利用 個人利用 共同利用

個
人
有

反 反 反 反
在村

不在

��	
��
�� �����
�	

������

	��������

������

��	�����

������

�
������

�	�����

法
人･

団
体
有

反 反
在村

不在

������ ������� ��������� ���������

計
(����％)
��	
��
��

(��
％)
������
�	 ������

(�	��％)
�������

(���％)
���	��
�� ������� ��������� ���������

参照) 藤山和夫・前掲書, ��ページ｡

表 �� 波野村・��町歩以上地主名簿 (大正��年当時)

氏 名 職業
所有耕地 (町)

小作戸数
田 畑 計 うち自作地

大塚 実
楢木野惟俊
佐伯 �夫
大塚 徹
上村 直房

農業
〃
〃
〃
〃

���

��	

－
���

－


���

�	��

	
��

����

����


��	

����

	
��

�	��

����

－
���

－
－
－


�

��

��

	�

��

史料) 大正�年 『農務局調・��町歩以上地主名簿』 による｡
参照) 藤山和夫・前掲書, �
ページ｡

表 �� 波野村・農地改革における主要被買収者と
被買収農地

区分

氏名

耕地の被買収 牧野の被買収

筆数 面 積 筆数 面 積

町 反 町 反
佐伯 �夫 �	� �	 ���� �
 �� �����

楢木野惟俊 ��� �
 	�
�	 �  �����

大塚 護 ��� �
 ����� �� � ����


後藤利平次 �� � ���� �	 � �����

高木 磯熊 �� �� ���� �� � ����

楢木野 稔 … … … � � ����

市原 元喜 
 �� ���� … … …

参照) 藤山和夫・前掲書, ��ページ｡



い長屋門を構え, 奥座敷には往時の武具, 刀剣

類が飾られ, 仏壇には位牌ぎっしりつめられて

いる｡｣ と描かれている｡

����年 (昭和��)��月現在の農地所有状況は,

自作地���町歩, 小作地���町歩で, 小作地率

は�	％であった｡ この小作地の内訳は, 不在

地主による所有地が ��町歩, 在村地主地は

��	町歩｡ いわゆる第二次改革法にもとづく作

業が����年 (昭和��)�月より開始されるが,

本村では昭和��年�月までの�年間に, すで

に小作地の�
％にあたる��	町歩が解放され

た (表 ��の�)｡

昭和��年�月��日に波野村農地委員会が開

催されている｡ 当会議における提案事項はつぎ

のとおり｡

｢１. 第二次買収農地に対する対価決定の件

２. 第二次農地買収計画の件
(第一次買収漏れの不在地主の農地)

(在村地主 [	名] 農地の買収)

３. 所有権移転及び耕作権に関する件｣

ちなみに, 当時の社会状況をみると, �月�

日に日本国憲法が施行され, ��日には社会党

左派が日本共産党と絶縁声明を発表, ��日に

は吉田内閣が総辞職するなど, 戦後の民主改革

が着実にすすめられていくなかにも, 政治・経

済はいぜんとして動濫期にあった｡ 県内では,

�日に新憲法施行記念式典が熊本女子師範講堂

で開かれ, 桜井知事が憲法前文を朗読｡ 市内で

は祝賀行列もおこなわれた｡ ��日には, ｢乳牛

の島｣ といわれた天草・登立町 (現大矢野町) で

初の酪農祭がもよおされている｡ とりわけ記録

に残る災害として, �月�
日に, 阿蘇中岳第

一火口が�年ぶりに爆発｡ 以来数ヶ月にわたり


�年ぶりのヨナ被害が広がり, 放牧の牛馬約

���頭が死亡している｡

農地改革の作業は, 前述のように, すでにこ

の年の�月�日よりいわゆる ｢第二次改革｣ へ

の着手が指令されている｡ これに対応して熊本

県では, �月�日に ｢第�回・県農地委員会｣

が開かれ, 県下を�地域に分けて, ｢在村地主

所有限度を
反～�町�反, 自作所有を�町	

反～�町�反の範囲をめどとする｣ 旨を中央農

地委員会に申請した (熊本日日新聞社 『熊本の昭

和史 (年表)』 ��	�年版)｡ ��日の波野村農地委
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表 ��の� 波野村・農地改革による小作地解放の経緯
(昭和��年�月現在の中間実績)

(単位�町歩)

自作地 小作地 合 計

農家人口調査 (昭和��年�月�
日) 
��人 ���人 ���	�人

農 地 面 積 在村地主所有 ���町歩 ���町歩 �����町歩

(昭和	
年��月	�日) 不在村地主所有 �� ��

計 ��� ��� ���



(��月��日以降の農地増加) � � �

改
革
の
実
績

解 放 面 積 買収済み地 ��� ���

所管換え地 	� 	�

買収予定地 �
 �


小 計 ��� ���

未 解 放 地 個人所有 ��� ��(地主地) ��
��

法人・団体所有

小 計 ��� �
 �����

資料) 波野村 ｢昭和��年･農地委員会関係綴｣ のうち 『農地解放完遂調査総括表』
(昭和��年�月��日付提出・熊本県農地部長宛報告書)
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表 ��の� 波野村における農地改革時の小作地買収計画
(昭和��年度作成の ｢農地を買い受けるべき者｣のリスト)

(単位����(反))

�������

�	
��

�����

� � � �
� � �

�����

������

� � �
�����
������

� � � � �

�� �!�"�
�#$%&'�

� ��	

 �
	�� �	�� ( )
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� ��	
� + ��	
� * &

� ��	�� + ��	�� *

� �	� + �	� * '

� ��	�� ��	� ��	�
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� ��	�
 + ��	�
 * �
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 �	�� + �	�� * ,

�� ��	�
 
	�� �	�
 *
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	� 
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�� ��	�� �	�� ��	
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�
 �	�� ��	�
 ��	 *

� ��	�� 	�� �	�� * �

�� �
	�� ��	�� ��	�� *

�� ��	� + ��	� * /

�� ��	�� + ��	�� *

�� ��	� + ��	� * 0

�� �	�� ��	�� ��	
� *

�� ��	�� ��	�
 
	�� *

�� ��	�� ��	�
 �	�� *
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	� �
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�
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� ��	�� 	�� ��	�� *
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�� ��	�� ��	� �	�
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員会の開催も, これに呼応したものであった｡

さて, 波野村の ｢昭和��年度・農地委員会

議案書｣ によれば, 当時の解放対象の在村地主

として, 佐伯家 (�筆, ����町歩), 大塚家 (��筆,

����町歩), 楢木野家 (��筆, ����町歩), 城井家
(��筆, ����町歩), 高木家 (��筆, ����町歩) な

どがあげられている｡

また同史料には, ｢農地を買い受けるべき者｣

として��名の自小作者のリストが記されてい

る (表��の�)｡ 経営規模についてみると, 多く

が畑地�～	町歩程度の小規模畑作の自小作農

家 (統計上は自己所有の耕地が	
～�
％をしめる農

家のことであるが, ����年以前の統計では小作の割

合が大きいいわゆる小自作農もここにふくまれてい

た) であるが, なかには	町歩以上の農家も�

戸みられる, それらは完全自作農家に近い小自

作農家と思われる｡ 他方, 自己所有地を持たな

い完全小作農は��戸であるが, なかでも�町

歩未満の零細規模農家が	戸, �反にも満たな

い貧農家も�戸みられた｡ 所有農地を他人に貸

し出している農家はまったくみられない｡ ここ

にあげられている農家のそれぞれの小作地は,

すべて第�次から	次にわたる買収・売り渡し

の対象とされ, 作業がすすめられた｡

こうして, ��	
年 (昭和�	) までの本村にお

ける農地改革状況をまとめると, 農地	�	町歩

と宅地牧野���町歩が解放され, 農家戸数		�

戸のうち�	％にあたる���戸が完全自作農家

となったのである (表��の�)｡

改革当時の一齣を, 佐伯易夫元波野村長の証
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表 ��の� 波野村・農地改革期間における買収面積の推移 (昭和��～��年度)

区分
年度

農 地 宅地・牧野 実績

昭和�	年現在, 残存小作地は��町歩,
地主��名, 小作人��名となる｡
農家戸数		�戸のうち�	％にあたる
���戸が完全自作農となる｡

昭和��年度 ���町 － 町

�� ��	 ���

�� �� ��

�	 �� ��

合 計 	�	 ���

資料) 波野村 『村勢概要』 (��	
年��月), �ペ－ジ｡

表 �� 波野村における自作・小作別農家数の推移
(単位�戸)

農家総数 自 作 自小作 小自作 小 作 その他

明治��年 ��	 ��� ・・・ ・・・ ��� ・・・
大正��年 ・・・ ・・・ ��	 ・・・
昭和 �年 ��� �� ��� �	� －

��年 ��� ��� �	 �� ��� ��

��年 	�� ��	 �� � �	 �


�	年 			 ��� �� � �� －

資料) ��明治��年, 昭和�年は, 波野村役場 『現住戸数職業別調』｡
��大正��年は, 農務局 『	
町歩以上地主名簿』 より, 該当する	戸の地主の支配
した小作戸数｡

��昭和��年は, 『熊本県政資料』 (昭和��年版)
��昭和��, �	年は, 農林省熊本統計事務所 『熊本農林水産統計年報』 (各年次)｡ た
だし, 昭和�	年の ｢世界農林業センサス｣ による悉皆調査が実施されるまでの補
間調査により, 全農家のうち��
を抽出して実施された抽出調査の結果である｡



言から紹介しておこう｡

｢私の家は波野村と産山村, 現在の大分県竹

田市にまたがって田畑��町歩, 山林など���

町歩ほど所有していました｡

昭和��年�月にシベリア抑留から復員して

みると, 兄 (故人) は結核で自宅療養中｡ 作男

が家の周囲に作っていた�反の畑で, 郵便局長

だった父 (同) がやったことのない農作業を始

めていました｡ また, 自作地は手元に残るとい

うので, 波野にあった田のうち�反を小作人に

返してもらいました｡

結局, 農地で残ったのはこれだけ｡ 補償金は

百万円で打ち切りでした｡ しかし兄も父も 『仕

方ない』 と言っていました｡ わが家は農地解放

より, 預金封鎖と財産税でギャフンと言った｡

食べるのに困りましたね｡

もちろん年配の地主の中には農地解放に不満

の人が多かったのも事実｡ しかし, 解放前の農

家は本当にきつかった｡ 村で米の飯を食べてい

たのは�, �軒でしょう｡ 封建的な上下関係も

なくなったし, 農地解放はやはり良かったと思

います｡｣ (熊本日日新聞・平成�年�月��日付記

事 ｢戦後��年くまもと回廊③農地改革｣ より)｡
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表 �� 波野村・戦後改革期における地区別耕作面積および貸付面積 (昭和��年�月�日現在)
(単位	��
(反))

所有地

地区名

村 内 村 外

耕作 (経営)地
貸付地

耕作 (経営)地
貸付地

自作地 借入地 計 自作地 借入地 計

楢木野 ������� ������ ������� ������

赤仁田 �������� ������ �������� ����� �����

小池野 ������� ������ �������� ������ ������� ������� ����

笹 倉 ������� ������ �������� ���� ����� ����� �����

大 道 ������� ������ ������� ������

坂 上 �������� ������ ������� ������ ����� �����

立 塚 ������� ����� ������� ������ ����� ����� ������ �����

横 堀 �������� ������ �������� ������

遊 雀 ������� ������ ������� �����

中 道 ������� ������ ������ �����

山 崎 ����� ����� ������

仁田水 ������ ������ ������� �������

中 江 � � ������� ������ ����� �����

小 園 � � � � � � � �

滝 水 ������� ������ ������ ������ ������ ������

合計
�
(町) �
 �
 �
 �
 �
 �
 �


������� ���� ������� ���� ����� ���� ���� ����

資料) 波野村 『農業委員会・会議案資料綴り』 (����年 (昭和��)�月)より, 筆者作表｡
注) ��各地区欄の単位は��アール (反)｡ 合計欄はヘクタール (町)｡

��中江地区や小園地区の�印は, 資料保存状態が悪く判読不能の部分｡ したがって, 合
計欄は概数にすぎない｡



４ 新しい ｢波野型営農｣ への前進

藩政期以降, 広大な山林原野を ｢個人割り慣

行｣ (私的所有かつ個人利用) のもとに占有しつ

つ支配力を残存してきた畜産・畑地主は農地改

革によって基本的に消滅した｡ しかしこのこと

は, 阿蘇山東部の高原畑作における伝統的な

｢原野－役肉和牛 (褐毛)－畑作 (トウモロコシや

ナタネ, 小麦)｣ という粗放的・自給的経営の苛

重を, 農民自らが直接に背負わなければならな

いことを意味する｡ 戦後改革期における波野村

の苦悩はここから始まる｡

農地改革が着実に進められていた頃, 国内で

の食糧不足は深刻であって, 土地改革とともに

食糧増産こそが国政の最大の緊急課題となって

いた｡ 波野村でも例外ではなかった｡ たまたま,

昭和��年�月��日に九州を襲った猛烈な台風

により, 収穫期にあったトウモロコシは倒伏し

て平年の半分程度の収穫しかなく, 自家用食糧

の確保さえままならない状況にあった｡ こうし

たなかで, 当時本村に駐屯していた農耕隊が北

海道から持ち込んでいた種バレイショが注目さ

れ, 翌��年の春, 村経済課をとおして北海道

よりバレイショ種子を購入, 希望農家に配布栽

培を指導して, �月には収穫を得た｡ これによ

り, 食糧危機をなんとか乗りきることができた

ことが記録されている｡ この経験が, その後の

波野村における新たな生産力体系をめざした営

農改善のきっかけともなっていく｡

やがて, 戦後改革期からまもなく経済復興期

へ向かいつつあった ���	年 (昭和 ��), 『波野

村産業振興第一次計画書 (昭和��～	�年度)』 が

策定され, 伝統的な褐毛和牛の増産を基幹とし

つつも, 特産物の重点事項として ｢採種バレイ

ショ｣ の本格的導入が明示された｡ さらに当時

の古沢継
つづ

喜
き

村長の熱意のもと, ����年 (昭和

	�), 群馬県嬬恋の農林省・馬鈴薯原々種農事

試験場から専門技官が本村へ赴任, 厳格な生産

指導がはじめられた｡ そしてまもなく昭和	�

年�月�日, 天草苓北町方面へ種子バレイショ

の初出荷がなされ, 同年��月には鹿児島, 沖

縄へも出荷された｡ さらに翌	�年��月には,

国の指定種苗地として生産地指定をうけて	�

㌶に作付を拡大, 村の新しい特産物としてスター

トすることになる｡

また, 戦後段階における本村の生産構造に変

革をもたらした要因で, いま一つ特筆すべき点

は, 昭和	�年代に入って, 高冷地野菜生産と

くにキャベツ生産技術の導入がはかられたこと

である｡

���
年 (昭和��), 熊本県は高冷地畑作地帯

の営農改善事業に着手し, 波野村の�����㌶を

中心とする周辺�����㌶におよぶ地域を ｢営農

試験地 (畑作改善)｣ に指定｡ 
年計画による経

営構造改善の詳細な実態調査をすすめた｡ その

成果は, 『昭和��～	�年度・波野営農試験地事

業計画書－畑作改善－』 および 『営農試験地事

業成績書』 (����年) としてまとめられている｡

そのなかで, つぎのように述べている｡

｢この地帯における経営の主幹部をなしてい

るのは玉蜀黍と菜種による耕種部門と和牛生

産の家畜部門で, 農家経済はこの	者によっ

て大体維持されている｡ 玉蜀黍及び菜種の商

品化率は
�～��％, とくに菜種は��％以上

が商品化されているが, 現金収入はきわめて

低く, いまもって自給的色彩が濃厚である｡

土地利用度は���～�
�で, 二年三作の作付

体系を主体とし, 一年二毛作の比率は��％

内外で, 冬期休閑は
�～��％に及んでいる｡｣
(『事業成績書』 ����年, 文献�, ��ページ)

ここでは, 波野高原のきびしい自然条件, 農

地利用形態の現状と問題点 (二年三作ないし一年

一毛作の作付け体系, 労働力の投下配分), 農家経

済の現状などについて詳細な分析がなされ, そ

こから営農形態の改善をはかるべく, 農地利用

の高度化 (一年多毛作体系への脱皮) の方向が明

確に示された｡ こうした県の営農指導による努

力もあって, それまでの陸稲, 小麦, そば, 小

大豆, トウモロコシ, ナタネの隔年組みあわせ

による自給自足的な ｢二年三作｣ の生産構造か

ら, 換金作物の導入による ｢一､年､多､毛､作､ ｣ 構､ 造､

山 内 良 一

―
�―



へ､の､脱､皮､がはかられていった｡

����年 (昭和��) に 『第三次産業振興計画』
(波野村 自昭和��年至��年)が策定されている｡

基本的には��年の 『農村振興基本計画』 で立

てられた構想の継続実施と推進を内容としてい

るが, とりわけ ｢計画に基づく営農設計の構想｣

の項では, ｢農､ 家､ �､ 類､ 型､ ・�､ 年､ �､ 圃､ 輪､ 作､ 体､ 系､ ｣

という新しい営農類型への取り組みが提案され

ている｡ この内容を詳述する余裕はないので,

ごく簡単に紹介する｡

具体的には, 本村の農家を ｢�㌶以下層｣ ｢�

～�㌶層｣ ｢�㌶以上層｣ の�類型に区分し, そ

れぞれ ｢�圃輪作体系｣ の例を示して営農指導

をおこなう｡

�㌶以下層の場合でいえば,

＊�㌶以下層 (���戸)

大半は兼業農家であるが, 商品化の高い蔬菜

を導入し, あわせて休閑地で栽培する飼料と

蔬菜の残菜を利用して, �戸平均��～��頭

の肥育豚を導入する｡ とくにこの階層では,

｢�､年､ �､圃､ 輪､ 作､ 型､ ｣ を確立する｡

＜輪作例	�
�㌶の場合＝

�圃�反×�圃とする＞

第�圃＝夏秋 (陸稲�反)

→冬期 (麦�反＋菜種�反)

第�圃＝夏秋 (キャベツ�反＋小大豆�反)

→冬期 (燕麦�反＋休閑)

第�圃＝夏秋 (白菜�反＋ごぼう)

→冬期 (休閑)

第�圃＝夏秋 (バレイショ�反＋トウモロコシ�反)

→冬期 (青刈大豆�反＋トウモロコシ

�反)

＜経済収支 (目標)＞

粗収入��万円＝支出��万円＋余剰 (農業所

得)��万円

この構想で打ちだされている ｢�つの営農類

型｣ は, 制定まもない 『農業基本法』 で謳われ

た構造政策のなかの ｢自立経営農家｣ の理念に

対応していることは言うまでもないだろう｡

山間地に位置する波野村おいては, 全国の山

村地域がそうであったように, やがて始まる基

本法農政のもとでの生産構造政策の圧力のなか

で, それでも地域に内在しつづける農民的経営

のエネルギーをいかに析出し前進さすべきか,

まさに苦悩の選択を迫られていったのである｡

その苦悩のなかで, 戦前段階の粗放的な高原

畑作経営からの脱皮をめざして, 陸稲, 高冷地

蔬菜, 褐毛和牛, 養豚, 飼料作などが合理的か

つ複合的に組みあわせられた農民的営農類型と

しての ｢波野型自立経営＝�圃�反・�年�圃

輪作体系｣ は, いわば新､波､野､段､階､ともいうべき,

まさに戦後期の新しい生産力段階を画するもの

であったといえよう｡

こうして, 阿蘇山東部において高原畑作農業

がもっとも典型的かつ伝統的に営まれてきた波

野村農業も, 戦後改革から高度経済成長期をへ

て次第に変貌をとげていく｡
(本節は, 『波野村史』 [����年刊] 所収の拙稿 ｢第

��編 戦後の農業｣ をもとに加除・修正したもので

ある｡)
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